





























































































































































































































































3. 新自由主義改革と生涯学習 （2000年代） 下していると指摘した（佐藤，2006:37）。
2000年代に入ると、 02年7月の中央教育審議会答 河野手仁枝も、行政改革によって事業予算措置の激減ん
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社会教育主事などの専門職や関係職員の激減により、 只中にある今日までを僻敬すれば、生涯教育・生涯学
住民の自主的学習を支える環境情勢が後退していると 習が「国家政策」としての性格に貫かれていることは
批判する（河野， 2014:112）。その上で、生涯学習政 明らかである。時期の違いによる政策の展開状況にも
策が抱える課題について、「第 1に生涯学習における よるが、生涯教育現念あるいは生涯学習政策に潜む、
市場原理の導入は、相会教育をはじめとする公的責任 国家による「教化」あるいは「抑圧Jに対して、「自由
を後退あるいは破壊するみちすじをつくっていること。 な学びの保障J「国民の学習権」、あるし、は「自己決定
第2に地方分権と言われる中『生涯学習』を基本理念 学習j、「変革の主体形成Jとし、った概念が対置されて
とする政策展開は、中央集権的方策を強化しているこ きた。重要なのは、臨時教育審議会以降顕在化した新
と。第3に、とりわけ第2と関わり自己責任が強調さ 自由主義的な性格について、それを国家主義的性格と
れる政策展開により人々の個別化がさらに浸透し、住 統一的に把握していこうとしたことにある。それは、
民自治などの後退が顕著になること。第4には、公的 「自由化Jと「統制」という疑似自併目反関係を超えて、
担金教育の後退により住民の自由な学びが形成されず 一貫して生涯学習政策の 「国家政策」という軸が明ら
自己教育活動の拘］制につながるJ（同：114）ことなど かであり続けたことにあらわれている。その上で、冒
を指摘した。 頭で述べた「地方分権」政策と、それによる 「国家」
河野はまた、現代的課題とそれに対する生涯学習に と「自治体」の新たな関係の中で、生涯学習のあり方
期待される役割についても、国家主義的な側面があら を再び問し、直さねばならない。
われてしもと指摘する。地樹土会において、男女共同 このようなところから、「国家政策Jとしての生涯学
参画、人権、環境保全、消費者問題、防災・安全など 習に対して、真に学習権の生涯にわたる保障たる意味
の地域課題・生活課題が山積している中で、「課題解決 での「生涯学習Jがどのように構想されうるか、その
のためには、粋づくりと活力あるコミュニティの形成 具体的方策や剣ヰ整備についての検討を進めていくこ
に向けた学習機会の充実が求められることを国民的課 とが、生涯学習・社会教育の今日的な課題であるとい
題にし、ここでも国民一人ひとりの自己責任による学 えよう。小.）Iや持田が構想したように、国家による計
びを脚Eし、しかもその学びをコミュニティに生かす 面化に対しての、国民の直接民主主義による生涯学習
べきとする国民の義務化が現れている」（同 ：111）と の計画化がまず想起される。たとえば、「参画型社会に
いうのである。 おける生涯学習描隼体制j 倫木，2004:123-148）が
教育の新自由主義的改革という側面を持っていた臨 挙げられる。より具体的には、市区町村における生涯
時教育審議会以降の生涯学習政策にとどまらず、一般 学習計商づくりへの住民参画である。これが、「学習主
行政も含めた公的セクターの民営化など、包括的に新 体としての人格、その社会的形成（自己疎外＝担会的
自由主義的改革が展関されると、権利保障という観点 陶J台）過程をも視野に入れた学習・教1f'ol題の理解に
から、批判の焦点は新自由主義的政策社側に移ったか はじまり、教育の目的・内容・方法から、さらに教育
にみえる。しかしながら、国家政策と新自由主義的政 の札織・運動・政策（教育計画、教育改革）にも関連
策を統一的に把握していく試みは前に述べた。河野は するもの」（同： 149)＝「広義の教育実践」を通して
さらに、今日争点となっているのは「教育の市場化 行われるという。
そして国家政策としての教育という相反する二面的構 しかしながら、自治体において、住民自治の実践を
造J（同：103）であるとしづ。それは、一見すると 「自 支える仕掴みは十分に機能しているとは言えなし、そ
由化」と「統制」としづ矛盾に見えるけれども、真実 れは、第1に、自治体の教育行財政の縮小林l撤して
はそれぞれが「公的責任の後il.]の方策であり、「自己 し、る点にある。自治体の財政難はますます訴剥であっ
責任」の国民の育成の方策である点で一致をみる。 て、社会教育の縮小、ひいては生涯学習の衰退に対処
しえない。前述した、生涯学習計画づくりへの住民参
おわりにー若干の考察 画は、社会教育を出発点とすることで成り立ってし、る
以上、「国家政策」としての生涯学習を捉えた批判の が、多くの場合、その前提が失われつつある。こうし
中で、「国家政策Jに対置する車念が明確な論者を中心 た新自由主動怜財政原理に対して、教育行財政にお
に整理を試みた。いま、生涯学習政策の現代的出発点 ける原理の対置が求められる。さらに言えば、公的保
であるユネスコ生涯教育論から、新自由主義的政策の 障の拡大はすなわち国による財源保障を志向せざるを
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得ないという点では、むしろ国家政策としての規定が
求められるとし、う矛盾と向き合わなければならなし、
第2に、教育行政の独立に関して、生涯学習政策に
よる後退とは別のルートでの1百幾があるとし、う点であ
る。各自1剖本では、首長部局による「上から」の教育
支配はより強化されようとしている。 2014年 6月の
「地方教育行政の組織及。漣営に関する法律Jの改正
によって、教育委員会制度が弱められる形で見直され
たことは記憶に新しい 10。教育委員長と教育長を統合
した「新J教育長を首長カミ任命するだけでなく、ブψ同
の作成、新たに設けられる総合教育会議を主催するな
ど、権限が強化される。一方、教育委員会は執行機関
としては残されるものの、これまでより独立性が弱ま
ると考えられる。逆に言えば、首長の教育への瑚平に
よって、そのあり方は大きく差が出ると言えるだろう。
「地方分権Jの名のもとに行われている政策と関わ
って、第1の点は財政における国家への中央集権化で
あり、第2の点は首長への中央集権化という形であら
われている。すでに生涯学習をめぐる問題は、「地方分
権Jというより大きな「国家政策jに内包されている
とも言えるだろう。生涯学習とその中心を担う社会教
育は、今日においても、住民主体の自由な学びを進め
ていくことが求められる。それは、自1剖本を変革し、
あるいは生涯学習を自らのものにしうる可能性を「住
民自治Jが持っているからで、ある。そうした社会教育
実践に光を当て、「国家政策Jを乗り越える理詰制七を図
っていく必要がある。
注
1社会教育法、第2条より。
2向上、第3条より。
3公開官だよりにおける併］コーナーで、 市民が作っ
た「梅雨空に『9条守れ』の市民デモJとし、う俳句
をサークルが選出したところ、掲載を拒否された問題
である。公開官側は、「”九条守れ”というフレーズは、
憲法を見直そうという動きが活発化している中、公民
館の考えであると誤解を招く可能性があるJと掲載を
取りやめた理由を説明した。
4それ以前では、たとえば「子日く、吾れ十有五にし
て学に志す。三十にして立つ。四十にして惑わず。五
十にして天命を知る。六十にして耳従う。七十にして
心の欲するところに従えども矩をこえず。」という孔子
の言葉（論語）や、訓却主義の立場から生涯の各段階
に合わせた人間形成を目指したコメニウスなどに生涯
学習の古脚句な姿を見ることができる。しかし、社会
の変化への適応とし、う視点から論じられる教育改革原
理としての現代的生涯学習論とは一穂を画するものだ
といえる。生涯教育の古脚句理解については、小，）1利
夫『社会教育と国民の学習権』 p.158に詳しい。
5波多野の分析を援用すすもば、そもそもユネスコ自身
が体制側の要求から辺町もることができなしポE織である
とも言えるだろう。
6 『学習権宣言』は、 1985年ユネスコ国際成人教育会
議で樹尺された宣言である。
「学習権とは、
読み書きの権利であり、
閉し精け、深く考える権利であり、
想像し、創造する樹｜代、あり、
自分自身の世界を読みとり、
歴史をつづる権利であり、
あらゆる教育の手だてを得る権利であり、
個人的・集団的力量を発達させる権利である。J
と説明されている。
7社会教育学会では、 80年代から90年代にかけて、
生涯教育・生涯学習をテーマにして2度宿題研究を組
んでいる。その成果として、同学会紀要「日本の社会
教育Jにおいて、 1986年に『生涯教育政策と社会教育』
甥 30集）、 1992年に『生涯学習体系化と社会教育』
頃 36集）を刊行している。
8祉会教育行政の廃止を論じたものとして、 1986年に
出された松下圭一『担会教育の終駕』が挙げられる。
松下は、社会教育行政は「オシエ・ソダテノレ」品、っ
た教育発想に立っており、市民の自由な学びをむしろ
担会教育行政が阻害しているとして、市民文化活動の
充実をみた現在、その役割を終えるべきだとする。生
涯学習についても相会教育行政の拡充に頼らざるを得
ないものとして、「オシエ・ソダテノレJという日本型文
脈での教育指思の域を出ないと批判していることに留
意する必要がある。
9教育基樹去、第3条より。
10新教育委員会制度については「特集教育委員会制度
と社会教育の自由」『月刊社会教育』国土也2015年2
月号に詳しい。
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